
千葉市建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行細則 

 

平成８年２月５日規則第１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５

年法律第２０号。以下「法」という。）の施行に関し、建築物における衛生的

環境の確保に関する法律施行令（昭和４５年政令第３０４号）、建築物におけ

る衛生的環境の確保に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第２号。以下

「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（特定建築物届） 

第２条 法第５条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）の規定に

よる届出は、特定建築物届（様式第１号）によるものとする。 

２ 特定建築物届には、省令第１条第３項に定めるもののほか、次に掲げる書類

及び図面を添付しなければならない。 

（１）建築物の配置図 

（２）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は第６条の２第

１項に規定する確認済証の写し 

（３）建築物の平面図、立面図及び断面図 

（４）空気調和設備の系統及び配置を示した図面 

（５）給排水設備の系統及び配置を示した図面 

（６）建築物環境衛生管理技術者免状及びその写し 

（７）その他市長が必要と認める書類及び図面 

（特定建築物変更届等） 

第３条 法第５条第３項の規定による届出事項に変更があった場合における届

出は、特定建築物変更届（様式第２号）によるものとする。 

２ 特定建築物変更届には、省令第１条第４項に定めるもののほか、前条第２項

に掲げる書類及び図面のうち当該届出事項に変更に係るものを添付しなけれ

ばならない。 

３ 法第５条第３項の規定による特定建築物に該当しないこととなった場合に

おける届出は、特定建築物非該当届（様式第３号）によるものとする。 



 

（管理事業登録の申請） 

第４条 法第１２条の２第１項の規定による登録の申請は、登録申請書（様式第

４号）により行うものとする。 

２ 前項の登録申請書には、省令第３１条第２項から第９項までに規定する書

類のほか、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

（１）建築物空気環境測定業及び建築物環境衛生総合管理業にあっては、浮遊粉

じん測定器の較正済票の写し 

（２）営業所の所在を明らかにする図面 

（３）その他市長が必要と認める書類及び図面 

（登録事項の変更の届出等） 

第５条 省令第３３条第１項の規定による登録事項に変更があった場合におけ

る届出は、登録事項変更届（様式第５号）によるものとする。 

２ 省令第３３条第１項の規定による登録に係る事業を廃止した場合における

届出は、登録事業廃止届（様式第６号）によるものとする。 

（特定建築物関係資料提出依頼書等） 

第６条 法第１３条第２項の規定による資料の提出の請求は、特定建築物関係

資料提出依頼書（様式第７号）によるものとする。 

２ 前項の依頼書により資料の提出を求められた者は、特定建築物関係資料報

告書（様式第８号）により当該資料を提出するものとする。 

 

 

附 則 

１ この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用

紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附 則 

１ この規則は、平成２６年６月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用

紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 



附 則(令和５年３月３１日規則第２０号) 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の様式により調製された用

紙は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

 


